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二つの調査の詳細

１

目的
新型コロナウイルス感染拡大による文化芸術への影響についての実態把握、文化芸術活動の
継続支援事業の効果の検証や、今後の支援策の検討等に役立てる。

対象 「文化芸術活動の継続支援事業」より支援を受けた（採択された）芸術家人および団体

期間 令和3（2021）年4月21日（水）～５月６日（木）

手法 インターネットアンケート（対象者個人/対象団体へのメール配信・WEB回答）

有効回答数
芸術家個人 18,370件（回答率45.9%、回収数（回収率）40,013件）
団体 1,484件（回答率56.8%、回収数（回収率）2,614団体）

目的
芸術家、実演家、スタッフ等の働き方に配慮したセーフティネットを実現するため、コロナ禍を経た
現在、芸術家等が活動を続ける上で困っていることや必要だと感じていることの把握を目的とする。

対象
①文化庁「文化芸術活動の継続支援事業」の個人交付決定者
②文化芸術推進フォーラム構成団体及び公益社団法人日本芸能実演家団体協議会（芸
団協）正会員団体に所属する芸術家等

期間 令和５（2023）年7月7日（金）～7月31日（月）

手法

インターネットアンケート（対象者個人へのメール配信・WEB回答）
・①の対象者へは、文化芸術推進フォーラム事務局からメールを送付し、WEB回答をいただい
た。
・②の対象者へは、文化芸術推進フォーラム構成団体及び芸団協正会員団体の協力を得て
周知し回答を求めた。

有効回答数 20,273名

調査主体 独立行政法人日本芸術文化振興会／文化芸術推進フォーラム

R2021

R2023



コロナ禍で受けた影響、活動継続に必要なこと及び課題 2021アンケートから

２

➢ R2021 芸術活動継続する上で今必要なこと
－仕事と生活 

➢ R2021 コロナで受けた影響ー仕事が消えた

➢ R2021活動継続する上での課題は
  ―万一の備えが無い
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特に支援の必要はない

利用しやすい低利または無利子の貸付金

文化芸術活動を維持・継続するための情報提

供

仕事が失われた場合でも一定期間生活が保障

されるセーフティネットの構築

新型コロナウイルス感染状況に対応した文化芸

術活動の再開

生計維持に使用できる使途を問わない給付金

文化芸術活動で発生する費用に対する金銭的

な補助・助成
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契約に係る揉め事、ハラスメントなどのトラブルに関

する相談窓口がない

仕事の技能・能力向上、職能転換・移転に関する仕

組みがない

病気・怪我などライフリスクに係る保険制度がない

出産・育児・介護など生活保障の仕組みがない

仕事上の怪我・死亡なの仕事に起因するリスクを補

償する仕組みがない

老後に備えるための年金制度が十分ではない

感染症発生・事故・災害に伴う仕事の中止に係る保

険制度がない

仕事が不定期、断続的で不安定であり失業など仕

事上の変化を緩和する仕組みが無い



コロナ禍の影響と文化庁補正予算、芸術家支援の効果と課題

３

➢ R2021 「文化芸術活動の継続支援事業」について、
困難だった点は

➢ 2020-21年 舞台芸術・映画に与えた経済的影響推計とコロナ補正予算の効果

➢ R2021「文化芸術活動の継続支援事業」を
通じてどのような効果が
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再開にむけ芸術家・スタッフ等に報酬を充

当

トライアル公演を実施した

公的助成を得たことによるモチベーション

の向上

活動再開にむけた準備（機器、資材の購

入を含む）

日常活動の維持、継続

技能の維持・向上、新たな技術導入
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費用使途の対象範囲が狭い（限定的）

報告作成、証憑書類の準備

費用使途の対象経費の判断

申請から交付決定までの時間

募集案内の読解（専門用語が多く理解しづ

らい）

補助率が定められていて自己負担金を用意

しなければならないこと



2020年と2022年の芸術家の収入の状況は 2回のアンケートから

４

➢ 左グラフ：2019年と比較し収入が50％程度以下が50.6％から40.8％に、回復は鈍い
➢ 右グラフ：全収入に占める芸術収入割合が25％以下の層だけ拡大、2022年芸術収入が減少傾向

➢ R2023 芸術活動以外の収入を加えた全収入は300万円以下が60.5％を占める厳しい状況



2023年芸術家2万名アンケート回答者のプロフィール
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➢ R2023 回答者の属性

➢ R2023 回答者の活動分野と仕事の取り組み方
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文化芸術活動の主な取組み方

個人で団体等の仕事を受託

個人で自ら企画・制作

文化芸術関係の団体等で年間

雇用
文化芸術関係以外の団体等で

雇用
文化芸術関係の団体等を経営

文化芸術関係以外の団体等を

経営
その他

個人で活動



危機に必要な支援と芸術家の仕事の仕方との関係

6

➢ R2023 芸術家が危機を乗り越えるため取り組んだ交付申請は多様な給付金

➢ 2021年から個人対象支援が無くなり団体向けの事業支援のみの限界



2020年芸術家個人への支援策「継続支援事業」とその課題

7

文化庁「文化芸術活動の継続支援事業」概要

申請件数 交付数 上限補助額 補助率

標準的な取組を行う個人事業者 A-1 51,538 39,892 20万円 2／3　ITC活用3／4

より積極的な取組を行う個人事業者 A-2 37,838 34,133 150万円

小規模団体向け B 6,655 5,214 150万円

小規模団体・個人事業者 共同申請 683 473 1500万円 10者共同の場合

内50万円コロナ対策

定額

文化行政上初めての個人への補助金の課題

・長かった緊急事態宣言と続く観客制限により公演開催リスクで申請躊躇

・収入がほとんど無くなった状態で、自己報酬が計上できず、かつ自己負担が発生する補助金に躊躇

・公演活動は一旦中止するとキャスト、スタッフの再編成に時間が必要で再開は他業種と比べ時間が必要

・募集開始から申請が活発化するのは9月、申請は対象経費積上申請で個別費目ごとの審査に膨大な時間

・芸術活動を行っている芸術家であることの証明に多くの作業が発生し交付手続きに混乱と交付の遅れ

・職能団体が事前確認番号の発行を行い、手続きを一部簡略化するも60％が直接申請－統括団体の役割

・何故、事業補助金の形式しか取れなかったのか？
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